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各  位 
 

上 場 会 社 名  帝国通信工業株式会社 
代 表 者 名  代表取締役社⻑ 羽生 満寿夫 
（ コ ー ド 番 号  6763 東証プライム市場） 

問 合 せ 先 取締役上席執行役員 丸山 睦雄 
                                                          （TEL 044-422-3831） 

  

上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況について 
 

当社は、２０２１年１１月５日、プライム市場の上場維持基準への適合に向けた計画を提出し、その 
内容について開示しております。２０２２年１２月末時点における計画の進捗状況等について、下記の 
とおり作成しましたので、お知らせいたします。 
 

記 
 
１．当社の上場維持基準の適合状況の推移及び計画期間 
 

当社の２０２２年１２月末時点におけるプライム市場の上場維持基準への適合状況はその推移を含め、
以下のとおりとなっており、一次判定（２０２１年 6 月末）時点で基準を充たしておりませんでした「１
日平均売買代金」については、東証からの通知により２０２２年１２月末時点では基準を充たしておりま
す。同じく一次判定で基準を満たしておりませんでした「流通株式時価総額」については、事業年度末（2023
年 3 月末）の適合状況がわかり次第改めてお知らせいたします。それぞれ上場維持基準を安定的に充たす
ために引き続き各種取組を進めてまいります。 

※1  当社の適合状況は、東証が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出を行ったものです。 

 
判定日 株主数 流通株式数 

流通株式 
時価総額 

流通株式 
比率 

１日平均 
売買代金 

当社の 
適合状況 

及び 
その推移 

21 年 6 月末時点 
（東証一次判定日）※1 

4,537 人 79,777 単位 90 億円 78.6 % 0.08 億円 

22 年 9 月末時点  
           ※2 4,308 人 75,927 単位 109 億円 74.8 % 0.21 億円 

22 年 12 月末時点  
           ※3 ― ― ― ― 0.21 億円 

上場維持基準 800 人 20,000 単位 100 億円 35 % 0.2 億円 

当初の計画に記載した計画期間   26 年 3 月末  26 年 3 月末 

22 年 12 月末時点 適合状況 ― ― ― ― 適合 



※2  22 年 9 月末時点の当社の株券等の分布状況等をもとに当社が東証の算定方法に合わせて算出したものです。 
    ※3 22 年 12 月末時点が判定基準日である１日平均売買代金のみ記載しております。 

 
２．上場維持基準の適合に向けた取り組みの実施状況及び評価（2021 年 12 月〜2022 年 12 月） 
 

当社は、２０２１年５月１１日に、⻑期ビジョンとして、未来の NOBLE を見据えて「抵抗器の
NOBLE から新生 NOBLE への深化と進化」を掲げ、中期５ヵ年計画（２０２１年度〜２０２５年度） 
を新たに策定し、目標達成に向けて、計画的に取り組みを推し進めております。 

２０２１年 6 月末を基準日とする東証一次判定で、プライム市場上場維持基準に対し２項目が不適合
となりましたが、中期経営計画の着実な実行を前提に、企業価値の底上げに努めた結果、様々な投資家
様からご支持をいただき、「１日平均売買代金」については、東証からの通知により２０２２年１２月末
時点では、基準を充たしております。 

更なるレベルアップを目指し、全てのステークホルダーの皆さまにご支援いただけますよう、これか
らも中期経営計画における年度目標を着実に達成することで、ＥＳＧ経営の推進による持続的な成⻑と
中⻑期的な企業価値向上の実現に向けて、一層の取り組み強化を図っていく所存です。 

なお、一次判定で基準を満たしておりませんでした「流通株式時価総額」については、事業年度末
（2023 年 3 月末）の適合状況がわかり次第改めてお知らせいたします。 

 
 
【流通株式時価総額】、【１日平均売買代金】 

一次判定（２０２１年 6 月末）時点で基準を充たしておりませんでした「流通株式時価総額」および 
「１日平均売買代金」についての取組施策は共通しており、添付の「上場維持基準の適合に向けた取り 
組みの実施状況及び評価」に記載のとおりです。 

 
以上 

 



上場維持基準の
適合に向けた
取り組みの

実施状況及び評価

２０２３年２⽉２８⽇
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 資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

� 直近の適合状況
� 上場維持基準適合に向けた基本方針

� 企業理念・⻑期ビジョン・⾏動指針
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当社の現状及び
新市場区分適合状況
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判定日 株主数 流通株式数 流通株式
時価総額

流通株式
⽐率

１日平均
売買代⾦

２１年６⽉末時点
（東証一次判定⽇）※1

4,537人 79,777 単位 90億円 78.6 % 0.08億円

２２年９⽉末時点
※2

4,308人 75,927 単位 109億円 74.8 % 0.21億円

２２年12⽉末時点
※3

ー ー ー ー 0.21億円

上場維持基準 800人 20,000 単位 100億円 35 % 0.20億円

２２年１２⽉末時点
適合状況 ー ー ー ー 適合

当社の現状及び新市場区分適合状況

直近の適合状況

プライム市場上場維持基準に適合する値となっていますが、
更なるレベルアップを目指し各種施策を強化していきます。

※1  当社の適合状況は、東証が基準⽇時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに算出を⾏ったものです。
※2  22年9⽉末時点の当社の株券等の分布状況等をもとに当社が東証の算定方法に合わせて算出したものです。
※3  22年12⽉末時点が判定基準である1⽇平均売買代⾦のみ記載しております。
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当社は、２０２１年５⽉１１⽇に、⻑期ビジョンとして、
未来のNOBLEを⾒据えて「抵抗器のNOBLEから新生NOBLEへの深化と進化」を掲げ、中期５ヵ年
計画（２０２１年度〜２０２５年度）を新たに策定し、目標達成に向けて、計画的に取り組み
を推し進めております。

２０２１ 年６⽉末を基準⽇とする東証一次判定で、プライム市場上場維持基準に対し２項目
が不適合となりましたが、中期経営計画の着実な実⾏を前提に、企業価値の底上げに努めた結
果、 様々な投資家様からご⽀持をいただき、「１⽇平均売買代⾦」については、東証からの通
知により２０２２年１２⽉末時点では、基準を充たしております。同じく一次判定で基準を満
たしておりませんでした「流通株式時価総額」については、事業年度末（2023年3⽉末）の適合
状況がわかり次第改めてお知らせいたします。

更なるレベルアップを目指し、これからも全てのステーク ホルダーの皆さまに ご⽀援いただ
けますよう、 中期経営計画における年度目標を着実に達成することで、ＥＳＧ経営の推進によ
る持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値向上の実現に向けて、一層の取り組み強化を図っていく
所存です。

当社の現状及び新市場区分適合状況

上場維持基準適合に向けた基本方針
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中期経営計画の着実な実⾏
（数値計画と基本戦略）



中期経営計画の着実な実⾏

企業理念・⻑期ビジョン・⾏動指針

抵抗器のNOBLEから

「 」への深化と進化

⻑期ビジョン

企業理念
帝通は電子部品の製造とサービスを通して

世界のお客様に満足して頂ける仕事をいつも提供し続けることにより
豊かな社会の実現に貢献します。

⾏動指針
（三つのＣ）

C︓Change  
「NOBLE」は未来に向かって革新します

C︓Challenge
「NOBLE」は失敗を恐れず挑戦します

C︓Communicate
「NOBLE」はお取引様やグループ内の連携

強化を図ります

抵抗器のNOBLEから

「 」への深化と進化

⻑期ビジョン

企業理念
帝通は電子部品の製造とサービスを通して

世界のお客様に満足して頂ける仕事をいつも提供し続けることにより
豊かな社会の実現に貢献します。

⾏動指針
（三つのＣ）

C︓Change  
「NOBLE」は未来に向かって革新します

C︓Challenge
「NOBLE」は失敗を恐れず挑戦します

C︓Communicate
「NOBLE」はお取引様やグループ内の連携

強化を図ります

Change

革新

Communi
cate
連携

Challenge

挑戦

72022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋



市
場

新
規

既
存

既存 新規

製品

新領域
（チャレンジ

分野）

中期経営計画の着実な実⾏

基本戦略（成⻑領域）
① 既存領域の拡⼤︓既存業界への製品の横展開を目指す（医療機器等）
② 顧客ニーズを捉えた新製品展開︓顧客業界のニーズ・トレンド（非接触・EV等）を捉えた新製品開発を⾏う
③ 新領域の確⽴（チャレンジ分野）︓トレンドや環境の変化に合わせた新製品開発により新規市場への展開を図る

基本戦略

①

②

可変抵抗器

固定抵抗器
ICB(前面操作ブロック)

AV機器

⾃動⾞

アミューズメント

家電

産業機械

医療・ヘルスケア

市場
製品

センサー

①既存領域の拡⼤
セメント抵抗の拡販

 省エネ分野（インバーター）、EV分野（⾞載・急速充電器）
医療・ヘルスケア分野の横展開によるセンサーの売上拡⼤
ソフト（回路）の拡充による既存顧客への売上拡⼤

③新領域の確⽴（チャレンジ分野）
トレンド分野への展開

 5Gに関連した、通信・公共分野への参入
社会課題解決への貢献

 防災、医療・ヘルスケア（MEMS）、介護分野への参入

②顧客ニーズを捉えた新製品展開
・特に以下のテーマに注⼒
非接触スイッチ×産業機械（エレベーター）
ポジションセンサー×⾃動⾞（アクチュエーター）
チップ抵抗×家電（エアコン）
非接触ポジションセンサー×産業機械（サーボモーター）

既存領域

機構部品

82022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋
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中期経営計画の着実な実⾏

事業実績・修正計画目標①（ｽﾃｯﾌﾟ毎の目標）

売上高

営業利益
（営業利益率）

151億円

16.9億円
（11.2%)

9.0億円
（6.8%)

132億円 153億円 160億円 180億円 180億円

14.0億円
（8.8%)

17.0億円
（9.4%)

12.0億円
（7.8%)

15.0億円
（8.3%)

中計第1ステップ
2021年度

中計第2ステップ
2022〜2023年度

中計第3ステップ
2024〜2025年度

初年度計画 実績 2023年度当初計画 2023年度修正計画 2025年度当初計画 2025年度修正計画

120
151 158 160 170 180

7.5

16.9
13.0 14.0

16.0 17.0

5

15

25

0

50

100

150

200

2020年度実績 2021年度実績 2022年度修正計画 2023年度修正計画 2024年度修正計画 2025年度修正計画

連結売上高 連結営業利益

各製品共に
販売個数増加

１USD＝１１０円にて計画売上高
単位︓億円

営業利益
単位︓億円

20年度⽐
＋150％

20年度⽐
+226%

既存領域の拡⼤ 新領域等への投資 新領域の拡⼤

中期計画を3段階に分け、段階毎の売上高・営業利益の目標値を再設定
• 中計第2ステップ最終年度 2023年度売上⾼:160億円（修正＋7億円）・営業利益:14億円（修正＋2億円）
• 中計第3ステップ最終年度 2025年度売上⾼:180億円（修正± 0億円）・営業利益:17億円（修正＋2億円）

中期計画を3段階に分け、段階毎の売上高・営業利益の目標値を再設定
• 中計第2ステップ最終年度 2023年度売上⾼:160億円（修正＋7億円）・営業利益:14億円（修正＋2億円）
• 中計第3ステップ最終年度 2025年度売上⾼:180億円（修正± 0億円）・営業利益:17億円（修正＋2億円）

修正中計
経営目標①

創⽴80周年

⽣産効率改善
経費削減

⽣産ライン・
キャパの拡⼤

固定費増加を
段階的にカバー

市場の拡⼤
製品シェア分散

⽣産稼働率改善
労働⽣産性改善

2022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋
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中期経営計画の着実な実⾏

事業実績・修正計画目標②（セグメント別売上⾼）

 2025年度までの「市場別」目標
 ⾃動⾞、家電、アミューズメント︓連結売上高の54％を維持 ※1
 産業機器、医療・ヘルスケア ︓連結売上高の17％まで拡⼤※2
 新領域 ︓連結売上高の５％を達成 ※3

0

50

100

150

200

2020年度実績 2021年度実績 2023年度計画 2025年度計画

28 31 34 40
18 21

31 3319
23

24
25

10
13

14
18

3
4

10
12

22
31

24
202
9

20

28
21

23

⾃動⾞ ｱﾐｭｰｽﾞﾒﾝﾄ 家電 産業機器

医療・ﾍﾙｽｹｱ AV機器 新領域 部品売上等その他

120

151
160

180

売上高
単位︓億円 修正中期経営計画（市場別）

※2
20年度:13億円
25年度:30億円
(11％⇒17%）

※1
20年度:65億円
25年度:98億円
（54%維持）

※3
25年度:9億円
（0％⇒5％）

１USD＝１１０円にて計画

0

50

100

150

200

2020年度実績 2021年度実績 2023年度計画 2025年度計画

35 41 43 46

20
25 20 20

18
21 22 2222
30 40

54
12

19
21

23

13

15
14

15

前面操作ブロック 可変抵抗器 固定抵抗器 センサー 機構部品 その他

修正中期経営計画（製品別）売上高
単位︓億円

120

151
160

180

 2025年度までの「製品別」目標
 センサー︓主⼒商品化（増収基盤の柱） ※4
 機構部品︓外注取込みにより、連結売上高の13％まで拡⼤ ※5 

⇒主⼒「抵抗器シリーズ」からの分散化

１USD＝１１０円にて計画

20年度:73億円
25年度:88億円
（61%⇒49%）

※4
20年度:22億円
25年度:54億円
（18％⇒30％）

※5
20年度:12億円
25年度:23億円
(10%⇒13％）

2022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋



 2025年度までの「市場別」目標
 ⾃動⾞、アミューズメント ︓主⼒収益基盤としての位置づけ維持
 産業機器、医療・ヘルスケア︓増収を背景とした収益強化

⇒収益基盤の分散化

 収益変動要因１︓為替相場
・国内外の⽣産・販売拠点・取り扱い通貨分散により影響を極小化

⇒2021年度の円安影響は営業利益で＋2億円程度
（営業利益16.9億円の11.8%相当)

ただし、過度な円安は資材高騰要因としてマイナス作⽤

⾃動⾞

23%

アミューズ

メント

15%家電

16%産業機械

8%

医療・ヘルス

ケア

3%

AV機器

18%

その他

17%

2020年度
実績

7.5億円

2025年度
計画

17.0億円

市場別営業利益

2020年度
実績

7.5億円

前面操作

ブロック

26%

可変抵抗器

11%
固定抵抗器

12%

センサー

30%

機構部品

13%

その他

9%

2025年度
計画

17.0億円

製品別営業利益

 2025年度までの「製品別」目標
 センサー︓増収を背景とした収益強化
 機構部品︓増収を背景とした収益強化

⇒主⼒「抵抗器シリーズ」から「センサー」への移⾏

 収益変動要因２︓資材高騰
・販売及び⽣産単価の定期的な検証により、価格⾒直し交渉を実施

⇒2022年度は順次⾒直しにより反映予定
 収益変動要因３︓人員関係費や減価償却費等のコスト増

・⾃動化・省人化・⽣産稼働率改善＋働き方改⾰でカバー

前面操作

ブロック

29%

可変抵抗器

17%固定抵抗器

15%

センサー

18%

機構部品

10%

その他

11%⾃動⾞

22%

アミューズ

メント

18%家電

14%産業機械

10%

医療・ヘルス

ケア

7%

AV機器

11%

新領域

5%

その他

13%

2022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋

中期経営計画の着実な実⾏

事業実績・修正計画目標③（セグメント別収益計画）

11
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中期経営計画の着実な実⾏

主な投資実績・計画①（設備・研究開発費・出資等）

• 中計第2ステップ︓設備投資＋研究開発費で18億円/年程度を計画⇒増産、新商品開発に注⼒
• 中計第3ステップ︓BCP・ESGを念頭においた工場増設等の追加投資を軸に展開

同時並⾏で資産の有効活⽤を踏まえ、人財育成・研究開発⼒の向上に資する
新本社の建替えも検討

• 中計全般 ︓出資・M&A等は随時検討し、主に新領域の拡⼤に繫がる投資を模索

• 中計第2ステップ︓設備投資＋研究開発費で18億円/年程度を計画⇒増産、新商品開発に注⼒
• 中計第3ステップ︓BCP・ESGを念頭においた工場増設等の追加投資を軸に展開

同時並⾏で資産の有効活⽤を踏まえ、人財育成・研究開発⼒の向上に資する
新本社の建替えも検討

• 中計全般 ︓出資・M&A等は随時検討し、主に新領域の拡⼤に繫がる投資を模索

投資実績・計画
（単位︓億円）

過去実績 中計
第1ステップ

中計
第2ステップ

中計
第3ステップ

2019年度
実績

2020年度
実績

2021年度
実績

2022年度
計画

2023年度
計画

2024年度
計画

2025年度
計画

１．設備投資
(売上高設備投資率％）

8.0
(6.4%)

10.6
(8.8%)

6.0
(3.9%)

12.0
(7.6%) ・2023年度は営業CFをベースに2022年度

程度の投資を想定
・BCPやESGを念頭においた工場増設や

機械設備の更新、新本社建替等を検討
⇒SDGｓ・TCFDへの取組と連動

２．研究開発費
（売上高研究開発費率％）

4.9
(3.9%)

5.1
(4.2%)

4.8
(3.2%)

6.0
(3.8%)

３．出資・M&A等 - - 2.0 随時検討 随時検討

合計 12.9 15.7 12.8 18.0

（営業CF） 11.9 4.0 17.8 15.0 16.0 17.0 18.0

修正中計
投資実績・計画

（設備・研究開発
費・出資等）

2022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋



中期経営計画の着実な実⾏

主な投資実績・計画②（TCFD対応）

サプライチェーン排出量への対応状況（Scope2※1）︓2022年度目標「2020年度⽐▲15％」
・本社にて⽔⼒発電由来のグリーン電⼒の導入を開始

⇒本社が排出するCO2（Scope2、電⼒由来）の約30％の削減に相当
・当社赤穂工場にてCO2フリー電気の導入を開始

⇒同事業所が排出するCO2（Scope2、電⼒由来）の50％の削減に相当
※1 Scope1及びScope3への対応も含めた計画については現在検討中

修正中計
投資実績・計画
（TCFD対応）

0%

50%

100%

基準年 2022年度 2030年度 2050年度

グループ全体のScope2におけるサプライチェーン排出量への削減目標

削減量

残量

2023年以降の設備投資計画と併せ、具体的な削減計画・メド値を随時策定

 Scope2におけるサプライチェーン排出量の削減

Scope１:事業者⾃らによる温室効果ガスの直接排出
(燃料の燃焼、工業プロセス)

Scope２︓他社から供給された電気、熱・蒸気の使⽤に伴う間接排出
Scope３︓Scope1、Scope2以外の間接排出

(事業者の活動に関連する他社の排出)

目標年度1 目標年度2

132022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋



中期経営計画の着実な実⾏

主な経営指標の実績推移・計画

連結ベース
過年度 中計

第１ステップ 4期平均
中計第２ステップ

最終年度
中計第３ステップ

最終年度
2018年度

実績
2019年度

実績
2020年度

実績
2021年度

実績
2023年度

計画
2025年度

計画

営業利益（億円） 9.9 6.2 7.5 16.9 10.1 14.0 17.0
営業CF（億円） 21.1 11.9 4.0 17.8 13.7 16.0 18.0
株主資本(億円） 204.9 201.8 205.5 215.6 - 230.0 246.0
配当⾦（円） 50 50 40 60 50 60以上 60以上
ROE(%) 4.4 ▲0.4 3.5 6.8 3.5 4.7 5.5
ROIC(%) ※1 3.3 2.1 2.5 5.4 3.3 4.2 4.7
法定実効税率(%) 30.5 30.5 30.6 30.62 - 30.62 30.62

DOE（％）※2 2.3 2.4 1.9 2.2 2.2 2.1程度 2.0程度
配当性向（％） 51.5 - 52.1 37.1 46.9（3期平均） 47.0程度 37.0程度

「営業収益・営業CF改善」⇒「適切な投資と株主への安定的な利益還元」⇒「社員への還元と
⾃己資本の蓄積」の好循環により企業価値を高める

• 中計第2ステップ最終年度目標 営業CF︓16億円・ROE︓4.7%・ROIC︓4.2%
• 中期第3ステップ最終年度目標 営業CF︓18億円・ROE︓5.5%・ROIC︓4.7%

「営業収益・営業CF改善」⇒「適切な投資と株主への安定的な利益還元」⇒「社員への還元と
⾃己資本の蓄積」の好循環により企業価値を高める

• 中計第2ステップ最終年度目標 営業CF︓16億円・ROE︓4.7%・ROIC︓4.2%
• 中期第3ステップ最終年度目標 営業CF︓18億円・ROE︓5.5%・ROIC︓4.7%

修正中計
経営目標②

※1 ROIC（％）:投下資本利益率=営業利益×(１-実効税率）/（株主資本＋有利⼦負債）×100 ※2 DOE（％）:株主資本配当率=配当⾦⽀払額/株主資本×100

平均値
底上げ

142022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋
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資本政策及び
プライム市場基準の

安定的適合に向けた施策
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資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題項目と対応策

課題 対応策

１．時価総額の向上 企業価値向上を念頭に置いた経営戦略の強化

２．流動性の向上 売買しやすい環境の創出

３．IR活動の積極的取組み
決算説明会の実施
各種投資家様に対するコミュニケーション強化等
適時開示を含む様々な情報発信

４．コーポレートガバナンスの高度化 改訂コーポレートガバナンスコードへの対応

５．資本政策の検討 各種指標を念頭に置いた財務戦略の検討

６．剰余資⾦配分の検討 設備投資、M&Aの検討、BCP・ESGへの取組等

７．株主還元の強化 事業の成⻑による1株あたりの利益・配当の増額

2021.11.5発表の新市場区分の選択及び上場維持基準適合に向けた計画書より
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時価総額の上昇の為、下記施策を推進し、企業価値の持続的な向上を目指します。

� ESG経営の強化

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題１︓時価総額の向上①

2021.11.5新市場区分の選択及び上場維持基準適合に向けた計画書で発表した取組実施状況

 中期経営計画の一部修正（2022/5）
・基本的な経営方針は不変ながら、2022年3⽉期の想定以上の業績結果を踏まえ、数値目標を⾒直し
・更に中期経営計画を3段階のステップに分け、売上計画・投資計画・配当政策を組み込み、経営指標の

目標値も開示することで、より変⾰に向けた意思を「⾒える化」した計画に修正⇒2022年5⽉11日開示
 脱炭素社会実現に向けた取組
・気候変動に対する取組み（ＴＣＦＤ提言への対応）のHPへの開示⇒2022年11⽉4日開示
・素材や工程⾒直しによる廃棄物削減等による環境への配慮⇒製品開発・生産設備設計・工程等の検討時対応
・サプライチェーン排出量削減の推進(Scope2):本社及び赤穂工場にクリーン電⼒の導入⇒2022年4⽉導入
 ダイバーシティの推進
・障がい者の雇⽤の促進と職業の安定への貢献⇒採用に向け対応中
・性別に関係なく着られる制服を導入⇒2022年10⽉より一部導入
 人財教育の推進・環境整備
・社内教育プログラムの⾒直し、強化
⇒2022年2⽉より研修制度の⾒直しを⾏い、実施済み。その他のプログラムも継続的に⾒直し、強化予定

・SDGsを含む中期経営計画目標達成に貢献する社員の背中を押す制度を導入を検討⇒2023年度導入を検討
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 ５Ｇ関連の製品開発を強化︓通信、公共分野の開拓
 社会課題解決への取組強化︓防災、医療・ヘルスケア（MEMS）、介護分野の開拓

⇒参考事例︓当社技術「センサー」＋新規開拓テーマ「⽔」＋SDGs「社会貢献活動」
・センサー電極⽔漏れ検知︓漏⽔検知への活⽤を展望
・センサー電極⽔分量検知︓⼟壌⽔分量検知への活⽤を展望

（具体例はページ１９を参照ください。）

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題１︓時価総額の向上②
▶新領域への取組強化︓DX(Society 5.0)〜５Ｇ関連の製品開発強化

▶製造工場のＤＸ化に向けた設備投資︓I.o.T機能を持たせた製造ラインの導入・拡⼤
 当社独⾃の“⾒える化”の実現

・品質管理・⽣産管理のレベルアップ ︓稼働率改善・安定性強化
・⽣産ラインバランスの改善・不良発⽣未然防⽌︓品質維持・労働環境改善

⇒主⼒である赤穂工場の実績データを基に、国内外の⽣産工場へ展開
（具体例はページ２０を参照ください。）

2021.11.5新市場区分の選択及び上場維持基準適合に向けた計画書で発表した取組実施状況



19

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題１︓時価総額の向上（参考資料①︓新領域への取組事例）

当社技術「センサー」＋新規開拓テーマ「⽔」＋SDGs「社会貢献活動」を組み合わせた活動の一例

課題点
・マーケット分析
・商品や技術の応⽤
・汎⽤性
・コスト対策
・規模への対応

等々

テーマ︓漏⽔検知 センサー電極⽔漏れ検知

⽔族館施設では、⽔槽やろ過装置などからの漏⽔が発
⽣すると、建物や周辺機器への被害が懸念されており、
展示エリアに被害が及べば、顧客満⾜度にも悪影響を
与えるおそれがある⇒漏⽔防⽌が重要課題の１つ

・⽔資源の有効活⽤
・インフラ事業への参入

弊社商品のモニター
を依頼し、弊社課題
解決のデータ収集

施設側は省⼒化や
各種ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄにも
有効

テーマ︓⼟壌⽔分量検知

・⽔害や⼟砂災害のリスク回避
・防災事業への参入

センサー電極⽔分量検知

劇場型アクアリウム
「átoa（アトア）」

（神⼾市）
での共同研究

他社との
事業連携

互いの技術⼒の結集
公共事業・防災事業に
おけるノウハウ吸収

開発コストの平準化
事業エリアの拡⼤ 防災事業という、単独では解決が難しい社会的課題に

対し、異なる強みを持つ複数の企業体にてノウハウを
結集⇒地球温暖化による⾃然災害被害拡⼤への対応

課題克服
への取組

新領域の確⽴
（チャレンジ分野）

防災等の社会課題解決
への貢献

2025年度までの
「製品別」中計目標

センサー︓主⼒商品化
（増収基盤の柱）

気候変動等に伴う
リスクと機会の検討

カーボンニュートラル
や⽔・森林資源の保全

への関与

課題克服
への取組

2023年3月期 中間期決算説明会資料より抜粋

当社センサー
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� 取組内容︓当社独⾃の“⾒える化”の実現の具体例

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題１︓時価総額の向上（参考資料②︓DX化に向けた取組事例）

ロードセル荷重グラフ表示 直線性電圧グラフ表示
（品質データの⾒える化） （検査プローブ寿命の適正化）

設備稼働状況(タイミング監視)

Ｉ.ｏ.Ｔを活⽤することによって期待される効果として重要なことは、設備が正常に稼働しているこ
と、それを常に把握できること、しかもリアルタイムに、いつでも・どこでも状況確認できることで
ある。
また、トラブルや故障が予想される機械に対しては予防策を講じることができ、メンテや部品交換の
時期も把握できることから、確実に⽣産効率を上げ、コスト削減が実現できるメリットがある。
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流通株式数の増加と、投資家様から積極的な売買をしていただける環境作りに
努めます。

� 政策保有株式の縮減
改定コーポレートガバナンスコードに対応しながら、いわゆる持ち合い株を解消
すべく、パートナー企業様との交渉を⾏い、昨年度に２社縮減をいたしました。
今年度から来年度にかけ、さらに縮減を検討中です。

� ⾃己株式の消却を検討
１株当たりの価値を高め、投資意欲の向上と、活発な売買を目指します。
2022年12⽉末現在で実施しておりませんが、引き続き検討を進めてまいります。

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題２︓流動性の向上

2021.11.5発表の新市場区分の選択及び上場維持基準適合に向けた計画書で発表した取組実施状況
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●IR活動の拡充

IR活動内容 頻度 対応時期案 実施/予定

中期経営計画開示 ５か年計画 ２０２１年５⽉１１⽇開示
２０２２年５⽉１１⽇修正版開示 実施・継続

中期経営計画英文開示 ５か年計画 ２０２２年５⽉１１⽇より実施 実施・継続

決算説明資料開示 毎四半期 ２０２１年３⽉期末決算より実施 実施・継続

決算説明資料英文開示 毎四半期 ２０２１年３⽉期末決算より実施 実施・継続

新聞・業界紙・ＩＲ専門誌等への
広告掲載など 適時 各種広告掲載実施。次ページはその取り組み例です 実施・継続

各種展示会出展など 適時 実施・継続

アナリスト向け決算説明会開催 毎半期 毎年、６⽉・１２⽉頃 実施・継続

アナリスト向けＩＲミーティング 随時 実施・継続

個人投資家向け説明会 随時 2022年9⽉9⽇第1回実施。次回2023年3⽉初旬計画中 実施・継続

新製品・資本提携等発表 適時 実施・継続

2021.11.5発表の新市場区分の選択及び上場維持基準適合に向けた計画書で発表した取組実施状況

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題３︓IR活動の積極的取り組み
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2021年8⽉ ダイヤ
モンドZAi 2021年
10⽉号(2021年8⽉
20⽇発売)にて「投
資家向け企業紹介」
として掲載

2022年9⽉19⽇発売 米ニュース雑誌『TIME』
Asia版にて「羽⽣のインタビュー記事」の掲載

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題３︓IR活動の積極的取り組み（参考資料①）

2022年9⽉ ダイヤ
モンドZAi 2022年
11⽉号(2022年9⽉
20⽇発売)にて「株
主還元に積極的な企
業を探せ! 」として
掲載
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2022年8⽉ JR品川駅サインボード掲出 2021年9⽉ 電⾞広告の掲載

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題３︓IR活動の積極的取り組み（参考資料②）
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課題 対応策
４．コーポレートガバナンスの高度化 改訂コーポレートガバナンスコードへの対応

コーポレートガバナンスコードの高度化を目指し、随時改訂しております。最新の改定は２０２２年１２⽉
２９⽇となっております。当社ホームページをご覧ください。

資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

課題４〜７への取り組み

課題 対応策
５．資本政策の検討 各種指標を念頭に置いた財務戦略の検討

2022年5⽉に中期経営計画修正を⾏い、剰余資⾦配分及び、株主還元を含め、当社の資本政策を⾒直しいた
しました。次ページにて詳細を説明いたします。

課題 対応策
６．剰余資⾦配分の検討 設備投資、M&Aの検討、BCP・ESGへの取組等
●中期経営計画修正にて設備投資計画の発表を⾏い、⽼朽化設備更新、新規製品向け設備導入を継続的に進めていく計画です。
（設備投資計画につきましてはP12の主な投資実績・計画①（設備・研究開発費・出資等）を参照ください）

●BCPやESGを念頭に工場の増設、新設の検討、新本社建て替え検討等を引続き進めております。
●他社との資本提携等、M&Aも含め積極的・継続的に模索していくことを引続き検討しております。

課題 対応策
７．株主還元の強化 事業の成⻑による1株あたりの利益・配当の増額

2022年5⽉に中期経営計画修正を⾏い、株主還元の強化を含め、当社の資本政策を⾒直しいたしました。
次ページにて詳細を説明いたします。

2021.11.5発表の新市場区分の選択及び上場維持基準適合に向けた計画書で発表した取組実施状況
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資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

資本政策︓利益還元方針

 第1ステップ（2021年度）
・配当政策︓営業CF17.8億円を計上し、1株あたりの配当⾦を60円に引き上げ
・政策投資株式の縮減︓2社の政策投資株式を縮減

 第2・3ステップ（2022年度〜2025年度）
・配当政策︓営業CF15億円程度を維持し、当該中⻑計期間の1株あたりの配当⾦を下限60円とする
・政策投資株式の縮減の継続や、⾃己株式の消却を検討

 創⽴80周年（2024年度）
・記念配当を予定

• 中期経営計画期間中の1株あたりの配当⾦を下限60円とする
• 創⽴80周年（2024年度）には記念配当を検討

修正中計
資本政策

2022.5.11発表の中期経営計画（修正版）より抜粋
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資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

資本政策︓株価・売買代⾦の推移（参考資料①）
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資本政策及びプライム市場基準の安定的適合に向けた施策

資本政策︓投資参考指標（参考資料②）

2021/3/31 2022/3/31
売上高(百万円） 12,022 15,109
営業利益(百万円） 755 1,698
EBITDA(百万円） 1,452 2,474
純利益(百万円) 755 1,582
総資産(百万円) 27,270 29,087
純資産(百万円) 23,063 24,348
⾃己資本⽐率（％） 82.9 81.9
ROA(%) 2.9 5.6
ROE(%) 3.5 6.8
PER(倍) 14.3 8.9
PBR(倍) 0.48 0.59
EPS(円) 76.74 161.60
BPS(円) 2,297 2,433
一株当たり配当⾦(円) 40 60
配当利回り(%) 3.6 4.2
配当性向(%) 52.1 37.1



本資料に記載されている将来の業績⾒通し及び予測につきましては資料作成時点における当社の判断
によるものであり、外部環境の変化に伴う潜在的なリスクや不確実性を含んでおります。
そのため、様々な要因による経営環境の変化に伴い、実績が本資料に記載された⾒通し等と⼤きく異
なる可能性があります。

お問合せ先︓ 帝国通信工業株式会社
経理室

TEL: 044-422-3831

EーMail: ir-info@ho.noble-j.co.jp

URL: https://www.noble-j.co.jp/


